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あさぎり町認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業実施要綱 

平成24年9月18日 

告示第33号 

改正 平成25年2月28日告示第10号 

平成26年4月25日告示第76号 

平成27年7月13日告示第51号 

(目的) 

第1条 この要綱は、経済的理由により認知症対応型共同生活介護事業所(以下「事業所」という)へ

の入居が困難な認知症高齢者及びその家族の経済的負担の軽減を図るため、家賃、食材料費及び

光熱水費の費用負担の助成を行うことを目的とする。 

(対象者) 

第2条 対象者の属する全ての世帯員及びその配偶者が、住民税非課税であり、かつ、対象者及びそ

の者の配偶者が所有する現金、所得税法(昭和40年法律第33号)第2条第1項第10号に規定する預貯

金、同項第11号に規定する合同運用信託、同項第15号の3に規定する公募公社債等運用投資信託

及び同項第17号に規定する有価証券の合計額として町長が認定した額が2,000万円(対象者に配偶

者がない場合にあっては、1,000万円)以下であるもの 

(利用者負担額の軽減の程度) 

第3条 利用者負担額の軽減の程度は、次のとおりとする。 

(1) 対象者の合計所得額及び課税年金収入額の合計が80万円以下の者 1日 1,000円 

(2) 前号の規定に該当しない者 1日 500円 

(利用者負担額の軽減の申請) 

第4条 利用者負担額の軽減を受けようとする者は、認知症対応型共同生活介護事業利用者負担軽減

申請書(様式第1号)を町長に提出しなければならない。 

(決定の通知) 

第5条 町長は、前条に規定する申請書を受理したときは、必要な調査及び審査を行い、当該申請書

を提出した者(以下「申請者」という。)に認知症対応型共同生活介護事業利用者負担軽減対象決

定通知書(様式第2号)(以下「決定通知書」という)によりその適否を通知する。 

2 軽減の有効期間は、前項の規定による申請のあった月の初日からその日の属する年の7月31日ま

でとする。ただし、申請のあった日の属する月が8月から12月までの間である場合は、前項の規

定による申請のあった年の翌年の7月31日までとする。 

(助成の対象) 

第6条 助成の対象は、事業所が第3条の規定により、利用者負担を軽減した総額とする。ただし、

対象者が外泊、入院等により食費を必要としない期間は、第3条に規定する額の2分の1の額とす

る。 

(決定通知書の提示) 

第7条 決定の通知を受けた者(以下「適用者」という。)は、第3条のサービスを受けるときは、当該

事業所に対し決定通知書を提示しなければならない。 

(変更届等) 

第8条 適用者は、利用内容に変更があったとき、又は、第4条に規定する利用者負担額の軽減対象

者に該当しなくなったときは、認知症対応型共同生活介護事業利用者負担軽減利用変更届(様式第

3号)を町長に提出しなければならない。 

(助成金の請求等) 

第9条 助成金の交付を受けようとする事業所は、認知症対応型共同生活介護事業利用者負担軽減助

成金交付請求書(様式第4号)に必要な書類を添えて町長に提出しなければならない。 

2 町長は、前項に規定する請求書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるときは事業

所に助成金を交付するものとする。 

(その他) 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 
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この要綱は、告示の日から施行し、平成24年10月1日から適用する。 

附 則(平成25年2月28日告示第10号) 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成25年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 改正後の第6条の規定は、施行日以後の利用者負担額について適用し、同日前までの利用者負担

額については、なお従前の例による。 

附 則(平成26年4月25日告示第76号) 

この要綱は、告示の日から施行する。 

附 則(平成27年7月13日告示第51号) 

この告示は、平成27年8月1日から施行する。 
 

 


